
22,829 19,523

15,860 17,318

40,463 38,309

0 533

0 0

1,774 935

千円

65,595 62,870

47,961 44,084

財源
内訳

国庫支出金

府支出金

市債

その他
一般財源１（＝フル
コストー特定財源）

一般財源２（＝直接
事業費ー特定財源）

コス
トの
内訳

人件費

事業費

フルコスト

千円

25,132 24,561

　４．施策にかかるコスト

単位 R2決算 R3決算

R6

重要度（偏差値）

H30

72.6

R元

66.6

満足度（偏差値）

R2 R3 R4 R5

　施策目標

　対象（誰を、何を、どこを）

市民

　意図（どのような状態にしたいのか）

災害に迅速かつ的確な対応ができるように消防防災体制を充実させるととともに、災害から市民の生命、安全を守ります。また、火
災予防に関する啓発活動を行い、防火意識の高揚を図ります。各種災害に即時対応できるよう消防団の装備の充実強化を図り、市民
の安全安心を確保します。

　３．市民ニーズ

第１節　地域共助・地域コミュニティ

地域防災の推進

　基本方針

・災害から市民の生命と財産を守るため、災害に対する市民の認識を高めるとともに、災害時における市民一人ひとりの判断力を育
成し、自主防災組織などの育成に努め、災害に強く、消防・救急の充実したまちづくりを進めます。
・地域住民に対する防火への啓発を進めながら、きめ細かな火災予防を推進します。
・急増する救急需要に対応する適正利用の広報、応急処置等の啓発を図るとともに、救急体制の強化を進めます。
・災害ゴミの不法投棄対策を図るため、草の根防災訓練などを通じて、廃棄物の適切処分の啓発活動を進めます。

　現況と課題

・「市民防災の日」に防災訓練を開催することで、関係機関との連携体制を形成しています。
・防災ガイド（ハザードマップ）の配布及びＷＥＢ版ハザードマップを構築し、市民の防災意識の高揚を図っています。
・各種災害に対応するため、防災協定を関係機関と結び、防災体制の強化を図っています。
・自主防災に対する意識の高まりの中、各町会で自主防災組織が結成されています。
・避難行動要支援者の避難行動支援のため、地域での連携体制の強化を図っています。
・住宅火災の低減が求められている中、啓発活動を通じて住宅防火を推進する必要があります。
・救命率向上のために、ＡＥＤの取扱いを含め救命処置に関する講習を積極的に実施する必要があります。
・消防団活動の活性化を図るため、団員の確保、資質向上を図る必要があります。
・発災時における災害ゴミ集積地での不法投棄対策が課題です。

主管課

関係課

市民協働部 危機管理課

　２．総合計画における位置づけ

総合計画
政策

施策

節

第３章　市民と協働し、すべてのひとが
輝けるまちづくり（自律・協働・多様
性）

令和4年度行政評価　施策評価シート　（令和3年度実績）
施策名 地域防災の推進

施策コード 5030102

　１．施策の担当



①

1 01046500 災害対策事業

事務事業 R3年度決算額
R4年度予算

事務事業名予算コード

Ａ024,250 37,376 19,525

一次評価
一般財源人件費 事業費

　７．施策を構成する事務事業

Ｂ
施策をより適正に評価できる新たな指標の追加等を検討すること。

Ｂ
施策をより適正に評価できる新たな指標の追加等を検討すること。

9点

Ａ

二次評価（政策推進課・行財政管
理課による評価）

三次評価（理事者による評価）

（４点中）

（３点中）

（３点中）

　６．施策の事後評価

一次評価
（担当課によ
る評価）

判定項目 評価点 評価理由、今後の方向性等

施策の成果レベル
（過去の推移、周辺
市との比較なども含
む）

地域の防災意識の向上により、最終目標値に対する高い組織率を維持してい
る。

災害時における避難体制など、災害から「自分の身は自分で守る」（自助）た
め、市民一人ひとりの防災意識の高揚を図るとともに、地域の自主防災組織や
消防団と連携し、防災意識の向上や迅速な情報の提供が必要である。

防災に対する市民の意識は、ますます高くなる中で、防災対策に万全を期する
と共に、市民一人ひとりの防災意識を高めるための取組を実施する必要があ
る。

施策に対する市民
ニーズ

施策を取り巻く状況
（法令等の動向、
国・府の政策の動
向、社会潮流など）

合計点

総合評価

（１０点中）

3

3

3

平成22年度より小規模単位での草
の根的な防災訓練をすることで、
地域単位での防災意識を高め、自
主防災の組織率の向上を目指す。

令和10年度までに82団体（市内の
全町会）と目標値を設定。

市民や地域の防災意識の向上により、最終目標値に対する高
い組織率を維持している。

図
表

市民アンケート調査の満足度は47.0であった（第4次総合計画の旧施策名「防
災の推進」）。近年多発する自然災害に対する備えの重要性は年々高まってい
る。この状況の中で防災に対する市民ニーズは今後更に大きくなると考えられ
る。

82.0

KPI設定の根拠 KPI目標数値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

93.9 93.9

82.0 82.0目標値 82.0 82.0

77.0 77.0 77.0実績値

達成度

R元実績

82.0

93.9

82.0

　５．施策の重要業績成果指標(KPI)

KPI１ 自主防災組織の総数

項目 R2実績 R3実績 R4計画 R5計画 R6計画 R7計画

024,561 38,309 19,523合計

Ｂ0311 933 -22 01083193 原子力防災資機材等管理事業

74.0

75.0

76.0

77.0

78.0

79.0

80.0

81.0

82.0

83.0

R元実績 R2実績 R3実績 R4計画 R5計画 R6計画 R7計画

KPI①

目標値

実績値


